
災害対策全国交流集会 in みやぎ
第1分科会

被災者のいのちとくらしを守る

一人ひとりが希望のもてる
住宅再建を

2015年11月２０日

東日本大震災復旧・復興支援みやぎ県民センター

阿部重憲

1



１．復興の進捗と問題
１）進捗状況（遅れ）の確認；宮城県

●仮設住宅入居状況 （以下、2015年9月末現在）
プレハブ住宅入居率 59.1％ 12,816世帯 27,666人
民間賃貸借上 対ピーク時 38.6％ 10,048世帯 23,698人

●災害公営住宅
目標15,905戸 工事完了7,427戸 進捗率46.7％

●民間住宅用等宅地（防集＋区画整理）
目標10,466戸 実績29.4％

●復興まちづくり事業
防災集団移転事業195地区 住宅等建築可能地区約64.1％
土地区画整理事業 34地区 着工率約85.3％
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２）復興の格差（進捗）の拡大

市町
プレハブ
仮設住
宅入居
率

プレハブ
仮設住
宅入居
戸数

みなし仮
設住宅
入居戸
数

復興公
営住宅
計画戸
数

復興公
営住宅
進捗率
（工事完
了）

仙台市 40.5% 609戸 3,999戸 3,179戸 86.6% 特定延長

石巻市 64.6 4,668 2,425 4,500 34.5 一律延長

気仙沼市 72.3 2,506 709 2,130 17.8 一律延長

名取市 57.7 525 391 716 12.8 一律延長

岩沼市 18.8 72 154 210 100 今年度終了

山元町 34.0 350 20 484 75.2 特定延長

女川町 78.9 1,021 31 860 26.7 一律延長

南三陸町 70.4 1,516 23 738 14.1 一律延長



2．住宅再建をめぐる問題点
１）拡大する被災者の住宅再建問題

① 仮設住宅に関する問題（再建との関係で）

●長期化する仮設住宅問題（居住者の健康悪化、関連死等）

●（供与終了と）仮設居住者の移転先未定、再建困難者問題

●みなし（民間賃貸）仮設住宅の問題（支援の困難性）

② 復興（災害）公営住宅に関する問題

●計画（整備）戸数とミスマッチ（量と質）の問題

●入居条件（資格）、線引きの見直し

●高家賃問題と公的家賃補助制度の必要性

●みなし仮設住宅を借上げ復興公営住宅に

●住宅地におけるコミュニティ形成
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③ 自力再建に関する問題
●復興まちづくり事業（防集事業等）の長期化（再建の遅れ）
●住宅建設費の高騰、高額な住宅購入
●予想される住宅ローン（復興融資）破綻
●小規模集団移転（高齢者世帯）とコミュニティの持続

④ 現地再建に関わる問題
●白地地区（復興まちづくり事業対象除外）問題（石巻市）
●在宅被災者、災害危険区域居住者の問題（支援なし）
●持続不可能（超高齢化）なコミュニティ（若年層戻らず）
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２）深刻化が予想される再建未定問題

●県全体の再建未定者（県データ5月末）
5,700世帯（仮設住宅入居世帯の21.8%）

●特定延長（6年目まで延長）市町：河北9月16日
・市町→仙台市、多賀城市、亘理町、山元町

七ヶ浜町
・特定延長 約850世帯
・5年目まで 約5,300世帯
→移転先未定 約750世帯（内仙台市約600世帯）
・県被災者転居支援センター、コールセンター
・仙台市住まいと暮らしの再建サポートセンター

6



３．仙台市の再建未定者等の現状
＊データは仙台市及び仙台復興リポートVol.35より
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１） 住宅再建困難者・未定者問題の
表面化までの動き

2013年 4月 復興公営住宅への入居開始（田子西・荒井東
（第１期）・若林西等）

2014年 6月 県知事、県営災害公営住宅整備の方針転換
2014年 11月 一般抽選第1回抽選

→2015年1月第2回、2月第3回
落選率も第1回52.9％～第3回69.3%と上昇
大量落選と応募断念の繰返し、ミスマッチ

2015年 2月 第1回入居調整 （以後、第2回、個別）
2015年 3月 被災者生活再建加速プログラム改訂

“伴走型”民間賃貸住居入居支援を追加
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2015年4月 現況（意向）調査で民間賃貸住宅入居誘導
→復興公営住宅入居希望の選択肢なし

住宅再建未定者“問題”の顕在化
2015年4月 仙台市住まいと暮らしの再建サポートセンター開所
2015年5月 県、仮設住宅の供与期間延長

→特定延長―最長2017年3月―等
2015年8月 仙台市 特定延長確認通知 394件

退去通知（仮設住宅供与終了通知）3,071件

プレハブ 借上げ住宅
借上げ民賃
等

計

供与終了の通知 455 160 615

供与終了のお知らせ 2,456 2,456

計 455 160 2,456 3,071
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【仙台市の復興公営住宅の供給目標戸数】
入居希望3,844世帯より約600戸少ない：3,200戸
生活（住宅）再建より供給サイドの都合を優先
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２） 住宅再建困難者の存在
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【再建未定者（「検討中」）の存在】
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3.住宅再建未定者の課題

再建未定者（「検討中」）は、

約６００～１，０００世帯

【再建方針が「検討中」の
世帯（2015年5月以降）】

→今年5月以降、増加
単位;世帯

５月
１日

７月
１日

９月
１日

市内被災 250 289 291

市外被災 247 270 335

計 497 559 626

【再建未定者（検討中）の課題】
資料提供；嵯峨仙台市議→簡略化

注）地域環境：病院、通勤・通学等が条件

市内被災 市外被災 計

健康問題 23 18 41

生活資金 23 11 34

再建資金 29 14 43

家族関係 27 37 64

手続困難 3 2 5

地域環境 44 79 123

市外公共事業 0 15 15

原発事故避難 0 42 42

「検討中」計 291 335 626
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【復興公営住宅
の追加整備なし
で住まいの再建
は可能なのか】

仙台復興リポート
Vol.34より
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4．住宅再建支援の拡充に向けて

・・・現状の進め方では「追出し」に

■生活再建支援金の拡充が必要であるが・・・

■宮城県の住まいの再建に関わる広域的役割の発揮

• 市町まかせの転換（市町外被災者問題）

• 県営災害公営住宅の整備（当初計画をふまえる）

■復興公営住宅入居条件の見直し

• 被災者の実情や世帯構成の変化等をふまえる

■公的家賃助成とみなし仮設の継続居住

（借上げ公営住宅）

• 家賃負担の軽減（再建未定等は経済的な理由が）
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